
令和４年（２０２２年）１２月１３日 

熊本市工事契約課 

 

建設業法施行令の一部改正に伴う金額要件の見直しについて 

 

今般、「建設業法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第３５３号）」により、特定

建設業の許可及び監理技術者の配置が必要となる下請代金額や主任（監理）技術者の専任を

要する請負代金額等が引き上げられ、令和５年（２０２３年）１月１日から施行されること

となりましたので、改正政令の概要及び留意事項について、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 改正政令の概要（金額要件の見直し）      ※（ ）内は建築一式工事の場合 

改正事項 現行 改正後 

特定建設業の許可及び監理技術者の配置を要

する下請代金額の下限 

4,000 万円 

（6,000 万円） 

4,500 万円 

（7,000 万円） 

主任技術者及び監理技術者の専任を要する請

負代金額の下限 

3,500 万円 

（7,000 万円） 

4,000 万円 

（8,000 万円） 

下請負人の主任技術者の配置を不要とするこ

とができる特定専門工事の下請代金額の上限 
3,500 万円 4,000 万円 

 

２ 施行日 

 令和５年（２０２３年）１月１日 

 

３ 留意事項 

（1） 監理技術者から主任技術者への途中交代、専任から非専任への変更等について 

ア 監理技術者から主任技術者への途中交代について 

監理技術者制度運用マニュアル（平成１６年国総建第３１５号）において、建設工事

の適正な施工の確保を阻害する恐れがあることから、施工管理をつかさどっている監理

技術者から主任技術者への工期途中での交代（以下「途中交代」という。）は慎重かつ必

要最小限とすることとされています。 

このため、本改正政令の施行後においても、病休、死亡、退職等のやむを得ないと認

められる事由がある場合において発注者の承認を得たときを除き、原則として途中交代

はできないものとします。 

   イ 専任技術者の非専任への変更について 

本改正政令の施行後、工期途中において専任技術者を非専任に変更することについて

は、請負契約の当事者間で協議を行い、発注者が工事の継続性、品質確保等に支障がな

いと認める場合にのみ、専任技術者を非専任に変更できるものとします。 



   ウ 特定専門工事について 

本改正政令の施行後、工期途中において特定専門工事に該当することとなった場合に

は、元請負人及び下請負人の合意により、当該建設工事における下請負人の主任技術者

の配置を不要とすることができますが、この場合においても、工事の継続性、品質確保

等に支障がないよう対応することが必要であることに留意してください。 

 

（2） 建設工事の現場に掲げる標識の取扱いについて 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第４０条に基づき、発注者から直接建設工事を

請け負った建設業者は、建設工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所に、当該建設業者が

配置した主任技術者又は監理技術者の氏名及び専任の有無等が記載された標識を掲示しな

ければならないこととされておりますが、当該標識の修正が必要となった場合は速やかに

修正してください。 

 

４ 技術検定の受験資格の見直しについて 

  本改正政令により、現在、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３６条及び第

３７条において定められている技術検定の受検資格が国土交通省令で定められることとな

りました。今後、施工技術検定規則（昭和３５年建設省令第１７号）等の改正により、受検

資格の見直しが行われる予定であり、受検資格の見直しを含めた技術検定制度の見直しに

ついては、令和６年（２０２４年）４月１日より施行されます。 

 

（参考）国土交通省ホームページ 

報道発表資料：「建設業法施行令の一部を改正する政令」を閣議決定 - 国土交通省 (mlit.go.jp) 

(URL)https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00139.html 

 

 

 

 
【お問合せ】 

熊本市総務局契約監理部工事契約課 

電話 ０９６－３２８－２４４２ 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00139.html

